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◆応急仮設住宅（３月30日現在）
　仮設住宅団地に集会所や談話室を設置し、また、専門職等による相談等を行っ
ています。

※仮設住宅の不具合、退去等に関することは「仮設住宅コールセンター☎92-
　5901」で受け付けています。（受付時間　午前8時30分～午後8時　土日・祝日
　も含む）
問　被災市民生活支援課（内線4763）　

◆防災集団移転促進事業の進捗状況（4月30日現在）
　各対象集落へ担当職員を割振り、制度説明や合意形成等の作業を進めています。

　おおむね平成26年度中（新市街地は平成27年度中）の造成完了を目指してい
ます。
問　集団移転対策課（内線5542）

◆災害公営住宅
　平成26年度を目標とし、4,000戸の災害公営住宅の供給に取組んでいます。
現在、不動産鑑定、用地測量業務に着手し、用地取得の作業を進めています。

問　基盤整備課（内線5614）

現在の市の復興状況、今後の復興に向けた
取り組みの主なものをお知らせします

石巻地区 石巻半島 河北地区 北上地区 雄勝地区 牡鹿地区 計
計画戸数
（戸） 2,950 50 90 110 250 550 4,000

被災者の生活支援状況

項　　目 入居戸数 入居者数
応急仮設住宅 7,184戸 16,918人

民間賃貸借上住宅 6,568戸 17,568人
計 13,752戸 34,486人

対象集落等数 対象世帯数 集団移転の計画が決定した集落等数
新市街地 2 3,147戸 －
本庁地区 14 382戸 3
牡鹿地区 13 1,406戸 5
河北地区 5 332戸 －
雄勝地区 18 1,173戸 3
北上地区 11 484戸 2

計 63 6,924戸 13
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産業の復旧状況

◆漁港

◆水産加工団地
　地盤沈下の著しい水産加工団地のかさ上げ工事が進められています。（県が事
業主体、市は地元調整）
　かさ上げ申請書が提出された事業者のうち、建築確認申請等優先度を考慮し、
順次、設計・工事が進められています。
　なお、震災前の事業者数207社のうち、約30％の事業者の方々が現地で事業
を再建しています。

◆水産物の放射性物質簡易検査体制について
　市では放射性物質の新基準値（水産物：100ベクレル/㎏）に対応できるよう、
検査機器を導入し、簡易検査を実施しています。 
　簡易検査の結果、新基準値を超過した検体（魚種）は出荷自粛とし、新基準値
を超過する水産物を市場に流通させないよう努めています。
検査体制

※今後、雄勝・北上各総合支所にも検査機器を各1台導入する予定です。
問　水産課（内線3512・3516）

◆重要港湾石巻港

問　河川港湾室（内線5628）

◆雇用状況
　ハローワーク石巻管内の有効求人倍率の推移は次のとおりです。

※学卒を除きます〔出典：宮城労働局 安定所別有効求人倍率の推移〕

◆仮設店舗整備事業
　市では、震災により被災した事業者の早期の事業活動を促すため、独立行政法人
中小企業基盤整備機構等による仮設商店街の整備が行われています。

問　商工観光課（内線3522）

H23.4 H23.5 H23.6 H23.7 H23.8 H23.9 H23.10 H23.11
0.28 0.29 0.37 0.45 0.54 0.59 0.61 0.66

H23.12 H24.1 H24.2 H24.3
0.65 0.70 0.77 0.78

施設の名称 所　在　地
「おしか」のれん街 鮎川浜字湊川
おがつ店こ屋街 雄勝町雄勝字伊勢畑
石巻立町復興ふれあい商店街 立町二丁目
石巻まちなか復興マルシェ 中央二丁目

売場　 検査機器台数 検査時間 検査日 １日当り検査能力
石巻売場 5台 午前4時～午後4時 市場開場日 50検体 
牡鹿売場 1台 午前9時～午後4時 月～金曜日 7検体 

漁港用地（民有地）のかさ上げ ～平成25年3月
道路用地のかさ上げ 平成25年4月～
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被災漁港数 全ての漁港（県管理漁港10港・市管理漁港34港の計44港）

現在の状況 市管理漁港34港（41地区）のうち27地区が物揚場の応急かさ上
げにより常時冠水しない状況

復旧予定（目標）拠点漁港（18港）：平成25年度中 拠点漁港以外（26港）：平成27年度中

港湾施設等 立地企業

被害状況 防波堤、岸壁、港湾施設48か所が被災
（被害額：16,206百万円）

全ての立地企業の
工場、倉庫、事務所
等が壊滅的な被害

復旧状況お
よび震災後
の船舶の入
港状況

◦平成23年度に応急復旧がほぼ完了
◦平成23年4月28日に貨物船、7月11日には大型
　飼料船が初入港
◦平成23年11月27日に大型石炭船が満載で初入港

50社中48社（96%）
が事業再開

今後の復旧
予定

◦平成25年度に災害復旧（岸壁のかさ上げ等）を完了予定
◦平成 26 年度に新設される防潮堤の整備を完了予定 －
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